
 
徳島県船員確保による海運業活性化支援費補助金交付要綱 

 

（補助金の交付） 

第１条 知事は、安定的かつ継続的な船員確保により海運業の活性化を推進するため、県 

内に主たる営業所がある海運事業者が行う海技士資格を有していない労働者の育成に要

する経費に対し、予算の範囲内で、第３条に規定する補助事業者に補助金を交付するも

のとし、その交付については、徳島県補助金交付規則（昭和５８年徳島県規則第５３号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助対象経費等） 

第２条 補助金の交付対象となる経費及び補助率（補助額）は、次の表に掲げるとおりと 

する。ただし、算出された補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、こ

れを切り捨てるものとする。 

経費 補助率（補助額） 

６級海技士短期養成（座学２．５か月＋

乗船実習２か月）（以下「短期養成」と

いう。）にかかる経費 

 

 

当該経費の２分の１以内 

（上限２０万円） 

 

 

「徳島県船員育成協会が主催する船舶職

員育成講習会（１０日間）及び海技免許

講習」（以下「短期養成」という）に係

る経費 

 

（補助事業者） 

第３条 この要綱の規定に基づく補助事業者は、次の全ての要件を満たすものとする。 

（１）徳島県内に主たる営業所がある海運事業者であること。 

（２）第４条に規定する補助対象労働者が受講する短期養成の補助対象経費について、 

海技学院等の養成機関（以下「養成機関」という。）への支払が完了しているこ

と。なお、補助対象労働者が養成機関へ支払うことも可とする。 

 （３）暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号） 

第２条第２号に規定されるもの）又は暴力団の構成員、暴力団又は暴力団構成員と 

密接な関係を有する者に該当しないこと。 

 

（補助対象労働者） 

第４条 この要綱の規定に基づく補助対象労働者は､次の全ての要件を満たすものとする｡ 

 （１）徳島県内に在住していること。 

 （２）補助事業者に雇用されていること。 

 （３）６０歳未満（申請の前年度３月末時点）であること。 

 （４）申請年度の４月１日から交付申請までの期間に短期養成に入学又は修了している

こと。 

 （５）補助対象経費に対して、国の助成金又は補助金を受けていないこと。 

 （６）短期養成等の修了日から起算して１年後までの間に６級海技士資格を取得するこ

と。 

 （７）交付申請時点から６級海技士の資格を取得した日から起算して１年後までの期間

において、補助事業者に継続して雇用されること。 

 

（補助金交付申請書等） 

第５条 規則第３条の補助金交付申請書は、様式１号による。 

２ 規則第３条の知事が定める書類は、次に掲げるとおりとする。 

 （１）事業計画（様式第２号） 

 （２）契約書（様式第３号） 

 （３）雇用保険適用事業所設置届事業主控（適用事業所台帳）の写し  



 （４）課税事業者届出書（様式第４号）又は免税事業者届出書（様式５号） 

 （５）補助対象労働者の保険証の写し 

 （６）補助対象労働者の住民票の写し（県内在住が確認できるもの） 

 （７）補助養成に係る経費の領収書の写し 

 （８）短期養成の在学証明書又は修了証明書の写し 

 （９）その他知事が必要と認める書類 

３ 規則第３条の知事が定める期日は、別に定める。 

４ 当該補助金の申請は、補助対象労働者１人につき原則１回までとする。 

５ 補助事業者が、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）における課税事業者である 

 場合には、第１項の申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消 

 費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法に規定する

仕入れに係る消費税として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額に補助率を乗じて得た金

額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを申請額から減額して申請しなければ

ならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が

明らかでない場合はこの限りでない。 

 

（補助金の交付の条件） 

第６条 規則第５条第１項各号に掲げる事項及び規則第１５条の２に規定する事項は、補 

助金交付の決定条件となる。 

 

（軽微な変更） 

第７条 規則第５条第１項第１号及び第２号の知事が定める軽微な変更は、補助事業の目 

的を損なわない事業計画の細部の変更とする。 

 

（変更の承認の申請等） 

第８条 規則第５条第１項第１号から第３号までの規定による知事の承認を受けようとす 

る者は、補助事業変更承認申請書（様式第６号）又は補助事業中止（廃止）承認申請書 

（様式第７号）を知事に提出しなければならない。ただし、前条に規定する軽微な変更 

については、この限りでない。 

 

（実績報告書等） 

第９条 規則第１１条の実績報告書は、様式第８号による。 

２ 規則第１１条の知事の定める書類は、次に掲げるとおりとする。 

（１）補助事業の実施が確認できる書類（短期養成に係る経費の領収書の写し） 

（２）その他知事が必要と認める書類 

３ 規則第１１条の規定による実績報告は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受 

けた日から起算して３０日を経過した日又は補助金交付の決定のあった年度の３月１０ 

日のいずれか早い期日までにしなければならない。 

４ 第５条第５項のただし書きにより交付の申請を行った補助事業者は、実績報告の 

提出前に当該補助金に係る仕入れに係る消費税相当額が明らかになった場合には、 

これを補助金額から減額するよう手続を行うものとする。 

５ 第５条第５項のただし書きにより交付の申請をした補助事業者は、第１項の実績 

報告書を提出した後において、消費税等の申告により当該補助金に係る仕入れに係 

る消費税等相当額が確定した場合においては、当該金額を様式第９号により、速や 

かに知事に報告しなければならない。 

６ 前項の場合において、知事は、補助金を返還させることが相当であると認められ 

るときは、補助事業者に対して、当該消費税等相当額の全部又は一部の返還を命ず 

るものとする。 

 

（補助金の請求）  



第１０条 規則第１２条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金請求書（様式第 

１０号）に当該通知に係る通知書の写しを添えて知事に補助金の請求をしなければなら 

ない。 

 

（補助金の支払） 

第１１条 知事は、前条の補助金請求書等を受理した後に、補助金を支払うものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１２条 規則第１４条に定める場合のほか、次のいずれかに該当する場合は、知事は当 

該補助金の交付決定を取り消し、支払った補助金の返還を命ずることがある。 

（１）偽りその他不正な行為によって本補助金の支給を受けた場合。 

（２）短期養成等の終了日から起算して１年後までの間に６級海技士資格を取得しなか 

った場合。 

（３）補助事業者が補助対象労働者を交付申請時点から６級海技士の資格を取得した日 

から起算して１年後までの期間において継続して雇用しなかった場合。（ただし、 

補助対象労働者の死亡又は傷病等やむを得ない場合を除く） 

 

（状況報告） 

第１３条 知事は、交付申請時点から補助対象労働者が６級海技士の資格を取得した日か 

ら起算して１年後までの期間において、補助事業者に対し、必要に応じて補助対象労働 

者の勤務状況について報告を求め、又は現地調査を行うことができるものとする。 

２ 補助事業者は、補助対象労働者が６級海技士の資格を取得した日から１か月以内に、 

資格証の写しを知事に提出しなければならない。 

３ 補助事業者は、補助対象労働者が６級海技士の資格を取得した日から起算して１年間 

を経過した日から１か月以内に、補助対象労働者の就業状況について、就業状況報告書 

（様式第１１号）により知事に報告しなければならない。 

４ 補助事業者は、補助対象労働者が交付申請時点から６級海技士の資格を取得した日か 

ら起算して１年を満たない期間に補助事業者から退職した場合、当該退職日から起算し 

て１か月以内に知事に報告しなければならない。 

 

（帳簿等の保管） 

第１４条 規則第１６条の帳簿及び証拠書類の保管の期間は、補助事業の完了の日又は廃 

止の承認を受けた日の属する年度の翌年度から起算して５年間とする。 

 

（書類の提出部数） 

第１５条 この要綱の規定により知事に提出する書類の部数は、正本１部とする。 

 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し、必要な事項は知事が別 

に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和元年１２月１６日から施行し、令和元年度分の補助金から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年１２月１４日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 


